
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア

イ

ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成31 令和2 04 22

災害見舞金交付事業 健康福祉部　社会福祉課　社会福祉係

D 自然と潤いがある安全快適なまちづくり

7 防災対策の充実強化

 

■
真岡市地域防災計画 

真岡市災害見舞金交付規則

1.一般会計 3.民生費 4.災害救助費 4.災害救助費

■ 昭和52

・市民が災害救助法の適用基準に達しない災害を受けた場合に、市がこれらの方を援護する。
・見舞金額
　住宅が全壊、全焼、流失、埋没した場合は、1人世帯から3人世帯まで3万円を交付し、1人増すごとに2千円を加算する。
　住宅が半壊、半焼、半埋没、床上浸水した場合は、1人世帯から3人世帯まで2万円を交付し、1人増すごとに1,500円を加算する。
　住宅が部分壊、非住家屋の場合は、1世帯あたり1万円を交付する。
　死亡者がある場合は、遺族に対し死亡者1人当たり5万円を交付する。
　受傷者がある場合は、1人当たり2万円を交付する。

31年度実績

2年度計画

消防本部の検証結果で被災状況を特定し、見舞金基準に基づき見舞金
を交付した。

平成31（令和元）年度と同じ

災害救助法の適用基準に達しない災害を受けた市民又はその遺族とする。

災害に見舞われた市民又はその遺族の一時的な生活の支援を行う。

災害に見舞われた市民又はその遺族の感情を和らげる。

28 29 30 31 2

災害を受けた世帯数（火災） 世帯 8 21 6 10 10

災害を受けた世帯数（台風） 世帯 6

28 29 30 31 2

災害を受けた世帯数（火災） 世帯 8 21 6 10 10

災害を受けた世帯数（台風） 世帯 6

28 29 30 31 2

見舞金を支払った金額（火災） 千円 187 500 134 343 300

見舞金を支払った金額（台風） 千円 60

28 29 30 31 2

見舞金を支払った世帯数／災害を受けた世帯数（火災） % 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28 29 30 31 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

187 500 134 403 300

187 500 134 403 300

2 2 2 2 2

24 60 16 50 30

100 249 67 202 121

287 749 201 605 421

昭和52年に、被災者を援護する規則を制定し、開始した。

東日本大震災（平成23年3月11日）　被災件数　14,423世帯
　H23見舞金(繰越明許)　申請4,099世帯　40,990,000円
　H24見舞金(繰越明許)　申請1,251世帯　12,510,000円
　日赤等義援金(歳計外) (対象200世帯) 168,162,344円（内H25年度分3,961,000円） 

竜巻（平成24年5月6日）
　H24見舞金　　　　　　　　 1,380,000円 (対象118世帯)
　H24被災者生活再建支援金　17,100,000円 (対象85世帯)
　市義援金(歳計外)　　　　　7,790,974円 (対象85世帯)
  日赤等義援金　 　　　　 　1,719,000円 (対象14世帯)

対象者からは感謝の言葉が聞かれる。


